
公共施設評価シート 食肉センター

１　評価項目及び評価結果

【定量評価】

（１）建物性能に関する評価 　　※令和２年４月実施の点検結果により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

耐震性 1 -2 耐震診断未実施（1981年以前に建設された施設で、耐震診断未実施）

老朽化（外構） 3 1 点検結果　経過観察（60点以上　70点未満）

老朽化（外壁） 1 -2 点検結果　修繕の必要性あり（80点以上）

老朽化（屋上） 3 1 点検結果　経過観察（60点以上　70点未満）

老朽化（ベランダ） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（内部） 3 1 点検結果　経過観察（60点以上　70点未満）

残存耐用年数 1 -2 残存耐用年数　5年未満

合計 -1

【定性評価】

（２）施策上等の必要性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

設置目的の有効性 施設の設置目的と現在の利用状況が、合致していない施設

法の設置義務 設置が法律により義務付けられていない施設

行政関与の必要性 行政関与の必要性が低い施設

施策上の必要性 施策の目的を達成するための必要性が低い施設

（３）代替可能性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

民間移管の可能性 当該施設を民間事業者に移管することができない

地域住民の自主的管理の可能性 地域住民による当該施設の自主的な管理ができない

近隣公共施設への機能移転の可能性 近隣の公共施設へ当該施設の機能を移転することができない

近隣民間施設への機能移転の可能性 近隣の民間施設へ当該施設の機能を移転することができない

施設名称
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低

低
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高
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高



２　定量評価による分析

-1

低 高

３　定性評価による分析

　施策上等の必要性に関する評価

設置目的の有効性 低 ● 　 高

法の設置義務 低 ● 　 高

行政関与の必要性 低 ● 　 高

施策上の必要性 低 ● 　 高

　代替可能性に関する評価

民間移管の可能性 低 　 ● 高

地域住民の自主的管理の可能性 低 ● 　 高

近隣公共施設への機能移転の可能性 低 　 ● 高

近隣民間施設への機能移転の可能性 低 　 ● 高

評価結果

評 価 結 果 の 分 析

廃止 改善・見直し

【抜本的な見直し】 【複合化、統廃合化の検討】

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・解体

　・複合化　・統廃合化　・売却

屋上防水工事など最小限の修繕を行い、施設
を維持しているが、築後５４年を経過しており、
施設を継続して使用するためには大規模改修ま
たは更新が必須で、億単位の予算が必要とな
る。

【長寿命化の検討】 【当面は現状維持】 評 価 結 果 の 分 析 

　・大規模修繕
　・更新
　・他施設へ機能移転

　・小規模修繕を行いながら現状維持
建物性能（ハード）に関する評価

改善・見直し

近年の食肉の生産、流通の変化により、と畜頭
数は、設置当初の１／２０に減少し、現在の利
用業者は３者のみとなっており、当施設の必要
性が低くなっている。
また、施設利用にかかる歳入は、他市からの負
担金を含め約２５０万円で、毎年、一般会計から
約１千万円繰り出している。
県営設置や県内市営施設（防府市、岩国市）の
利用について困難な状況で、民間施設も県内に
はない中、北九州市食肉センターの利用が可能
となっている。
施設の利用や収支の状況に加え、代替施設の
利用も可能であることから、施設維持の必要性
は低いと考えられる。

「 建 物 性 能 ＜ ハ ー ド ＞ 」   に よ る  評 価

現状維持

建 　物　 性　 能

評価結果



公共施設評価シート メディカルクリエイティブセンター

１　評価項目及び評価結果

【定量評価】

（１）利用状況に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

１日当たりの利用者数 - - 評価対象外

利用者数の目標達成率 - - 評価対象外

利用者の多様性 1 -1 現在の利用者が、特定の人（団体）に限定されている（多様性がない）

利用状況 2 1 有効的・効果的に活用され、遊休設備や空き部屋はない

防災関連施設等 1 0 災害時に避難所・防災拠点等として使用されない施設

合計 0

（２）経費効率に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

年間収支 1 -1 過去3カ年平均と比較して減った

１㎡当たりの維持管理費 2 1 他施設と比較して少ない（1万2千円未満）

利用者１人当たりの市負担額 - - 評価対象外

維持管理費に対する直接的収入の割合 - - 評価対象外

合計 0

（３）建物性能に関する評価 　　※令和２年４月実施の点検結果により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

耐震性 4 2 耐震基準施設（1982年以降に建設された施設）

老朽化（外構） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（外壁） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（屋上） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（ベランダ） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（内部） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

残存耐用年数 3 1 残存耐用年数　10年以上　30年未満

合計 13

【定性評価】

（４）施策上等の必要性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

設置目的の有効性 施設の設置目的と現在の利用状況が、合致している施設

法の設置義務 設置が法律により義務付けられていない施設

行政関与の必要性 行政関与の必要性が高い施設

施策上の必要性 施策の目的を達成するための必要性が高い施設

（５）代替可能性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

民間移管の可能性 　当該施設を民間事業者に移管することができない

地域住民の自主的管理の可能性 　地域住民による当該施設の自主的な管理ができない

近隣公共施設への機能移転の可能性 　近隣の公共施設へ当該施設の機能を移転することができない

近隣民間施設への機能移転の可能性 　近隣の民間施設へ当該施設の機能を移転することができない
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低
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低
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低

高

低

施設名称



２　定量評価による分析

高
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0

低

低 高

高
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13

低

低 高

設置目的の有効性 低 　 ●

法令等の設置義務 低 ● 　

行政関与の必要性 低 　 ●

施策上の必要性 低 　 ●

　代替可能性に関する評価

民間移管の可能性 低 ● 　 高

地域住民の自主的管理の可能性 低 ● 　 高

近隣公共施設への機能移転の可能性 低 ● 　 高

近隣民間施設への機能移転の可能性 低 ● 　

評価結果　　

高

高

高

評価結果　　

３　定性評価による分析

　施策上等の必要性に関する評価

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　・統廃合化　・売却

高

高

評 価 結 果 の 分 析

医療福祉分野における研究開発等を⾏う事業
者のための事業化支援施設であり、⽴地的にも
隣接する山口大学医学部との連携がし易く、他
の公共施設等への機能移転や⺠間移管は考え
にくい。

建 　物　 性　 能

【長寿命化の検討】 【当面は現状維持】

　・大規模修繕
　・更新
　・他施設へ機能移転

廃止

【複合化等の検討】

建物性能（ハード）に関する評価

現状維持

　・小規模修繕を行いながら現状維持

評 価 結 果 の 分 析 

本館全室（11部屋）、別棟（産学共同研究開発
棟）とも利用中。指定管理者により経費の節減
を図りながら、適切な運営が行われている。退
去者が発生した場合は、市の立会の下、現状復
旧を確認し、速やかに募集を行っている。

築年数から躯体的な問題はない。雨漏り補修な
ど小規模な修繕を行い、現状維持ができてい
る。24時間セキュリティシステムにより、安全性
も高い。

改善・見直し

【抜本的な見直し】

　・機能（サービス）の現状維持

改善・見直し

「 建 物 性 能 ＜ ハ ー ド ＞ 」 と 「 (利 用 状 況 ＋ 経 費 効 率 )  ＜ ソ フ ト ＞ 」  に よ る ２ 軸 評 価

利

用

状

況

利用状況に関する評価

経費効率に関する評価

利用状況等（ソフト）に関する評価

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・解体

現状維持

改善・見直し

経　 費　 効　 率

【抜本的な見直し】 【利用状況改善の検討】

「 利 用 状 況 」 と 「 経 費 効 率」  に よ る ２ 軸 評 価

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　　・統廃合

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・譲渡　　・売却　　・貸付

　・空き部屋の有効活用
　・利用者の多様性の促進
　・複合化　　・統廃合化

評 価 結 果 の 分 析 

廃止

改善・見直し

【経費効率改善の検討】 【当面は現状維持】

　

利

用

状

況

＋

経

費

効

率



公共施設評価シート 中小企業事業化支援施設

１　評価項目及び評価結果

【定量評価】

（１）利用状況に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

１日当たりの利用者数 - - 評価対象外

利用者数の目標達成率 - - 評価対象外

利用者の多様性 1 -1 現在の利用者が、特定の人（団体）に限定されている（多様性がない）

利用状況 2 1 有効的・効果的に活用され、遊休設備や空き部屋はない

防災関連施設等 1 0 災害時に避難所・防災拠点等として使用されない施設

合計 0

（２）経費効率に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

年間収支 1 -1 過去3カ年平均と比較して減った

１㎡当たりの維持管理費 2 1 他施設と比較して少ない（1万2千円未満）

利用者１人当たりの市負担額 - - 評価対象外

維持管理費に対する直接的収入の割合 4 2 かなり多い（50％以上）

合計 2

（３）建物性能に関する評価 　　※令和２年４月実施の点検結果により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

耐震性 4 2 耐震基準施設（1982年以降に建設された施設）

老朽化（外構） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（外壁） 3 1 点検結果　経過観察（60点以上　70点未満）

老朽化（屋上） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（ベランダ） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（内部） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

残存耐用年数 3 1 残存耐用年数　10年以上　30年未満

合計 12

【定性評価】

（４）施策上等の必要性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

設置目的の有効性 施設の設置目的と現在の利用状況が、合致している施設

法の設置義務 設置が法律により義務付けられていない施設

行政関与の必要性 行政関与の必要性が高い施設

施策上の必要性 施策の目的を達成するための必要性が高い施設

（５）代替可能性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

民間移管の可能性 　当該施設を民間事業者に移管することができない

地域住民の自主的管理の可能性 　地域住民による当該施設の自主的な管理ができない

近隣公共施設への機能移転の可能性 　近隣の公共施設へ当該施設の機能を移転することができない

近隣民間施設への機能移転の可能性 　近隣の民間施設へ当該施設の機能を移転することができない低

評価

低

高

評価

高

低

低

低

施設名称

高



２　定量評価による分析

高

0

2

低

低 高

高

2

12

低

低 高

設置目的の有効性 低 　 ●

法令等の設置義務 低 ● 　

行政関与の必要性 低 　 ●

施策上の必要性 低 　 ●

　代替可能性に関する評価

民間移管の可能性 低 ● 　 高

地域住民の自主的管理の可能性 低 ● 　 高

近隣公共施設への機能移転の可能性 低 ● 　 高

近隣民間施設への機能移転の可能性 低 ● 　

評価結果　　

高

高

利

用

状

況

＋

経

費

効

率

評 価 結 果 の 分 析

新たな事業化・製品化を目指す中小企業者を支
援するための施設である。山口県産業技術セン
ターに隣接し、低価格で利用できる施設のため
ニーズが高く、当面現状維持が妥当と考える。

評価結果　　

３　定性評価による分析

　施策上等の必要性に関する評価

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　・統廃合化　・売却

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・解体

高

高

高

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　　・統廃合

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・譲渡　　・売却　　・貸付

　・空き部屋の有効活用
　・利用者の多様性の促進
　・複合化　　・統廃合化

　・機能（サービス）の現状維持

改善・見直し 現状維持

改善・見直し

改善・見直し

【抜本的な見直し】 【複合化等の検討】

　

利

用

状

況

建 　物　 性　 能

「 建 物 性 能 ＜ ハ ー ド ＞ 」 と 「 (利 用 状 況 ＋ 経 費 効 率 )  ＜ ソ フ ト ＞ 」  に よ る ２ 軸 評 価

評 価 結 果 の 分 析 

【長寿命化の検討】 【当面は現状維持】

　・大規模修繕
　・更新
　・他施設へ機能移転

廃止

【経費効率改善の検討】 【当面は現状維持】

【抜本的な見直し】 【利用状況改善の検討】

　・小規模修繕を行いながら現状維持

改善・見直し 現状維持

経　 費　 効　 率

利用状況に関する評価

経費効率に関する評価

「 利 用 状 況 」 と 「 経 費 効 率」  に よ る ２ 軸 評 価

築年数から躯体的な問題はない。年次計画的
に各棟の外装塗装工事や照明器具のLED化の
ほか、小規模な修繕を⾏い、現状維持してい
る。

建物性能（ハード）に関する評価

評 価 結 果 の 分 析 

４棟（全棟）とも利用中。プレハブ造の建物で設
備も必要最低限とし、使用料は相当額となって
いるため、小規模な事業者も使用しやすいもの
となっている。

利用状況等（ソフト）に関する評価

廃止



公共施設評価シート 超高温材料研究センター

１　評価項目及び評価結果

【定量評価】

（１）利用状況に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

１日当たりの利用者数 - - 評価対象外

利用者数の目標達成率 - - 評価対象外

利用者の多様性 1 -1 現在の利用者が、特定の人（団体）に限定されている（多様性がない）

利用状況 2 1 有効的・効果的に活用され、遊休設備や空き部屋はない

防災関連施設等 1 0 災害時に避難所・防災拠点等として使用されない施設

合計 0

（２）経費効率に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

年間収支 1 -1 過去3カ年平均と比較して減った

１㎡当たりの維持管理費 2 1 他施設と比較して少ない（1万2千円未満）

利用者１人当たりの市負担額 - - 評価対象外

維持管理費に対する直接的収入の割合 4 2 かなり多い（50％以上）

合計 2

（３）建物性能に関する評価 　　※令和２年４月実施の点検結果により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

耐震性 4 2 耐震基準施設（1982年以降に建設された施設）

老朽化（外構） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（外壁） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（屋上） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（ベランダ） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（内部） 2 -1 点検結果　経過観察（70点以上　80点未満）

残存耐用年数 3 1 残存耐用年数　10年以上　30年未満

合計 10

【定性評価】

（４）施策上等の必要性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

設置目的の有効性 施設の設置目的と現在の利用状況が、合致している施設

法の設置義務 設置が法律により義務付けられていない施設

行政関与の必要性 行政関与の必要性が高い施設

施策上の必要性 施策の目的を達成するための必要性が高い施設

（５）代替可能性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

民間移管の可能性 　当該施設を民間事業者に移管することができない

地域住民の自主的管理の可能性 　地域住民による当該施設の自主的な管理ができない

近隣公共施設への機能移転の可能性 　近隣の公共施設へ当該施設の機能を移転することができない

近隣民間施設への機能移転の可能性 　近隣の民間施設へ当該施設の機能を移転することができない

施設名称

低

評価

低

低

評価

高

低

高

低

高



２　定量評価による分析

高

0

2

低

低 高

高

2

10

低

低 高

設置目的の有効性 低 　 ●

法令等の設置義務 低 ● 　

行政関与の必要性 低 　 ●

施策上の必要性 低 　 ●

　代替可能性に関する評価

民間移管の可能性 低 ● 　 高

地域住民の自主的管理の可能性 低 ● 　 高

近隣公共施設への機能移転の可能性 低 ● 　 高

近隣民間施設への機能移転の可能性 低 ● 　

経　 費　 効　 率

　

建 　物　 性　 能

評 価 結 果 の 分 析 

【長寿命化の検討】 【当面は現状維持】

　・大規模修繕
　・更新
　・他施設へ機能移転

廃止

【経費効率改善の検討】 【当面は現状維持】

【抜本的な見直し】 【利用状況改善の検討】

　・小規模修繕を行いながら現状維持

改善・見直し 現状維持

評 価 結 果 の 分 析 

市と㈱超高温材料研究センターが賃貸借契約
を締結し、市にコスト負担はなく、使用料も徴し
ている。

利用状況に関する評価

経費効率に関する評価

評価結果　　

３　定性評価による分析

　施策上等の必要性に関する評価

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　・統廃合化　・売却

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・解体

各種先端素材の研究開発の推進を目的に設⽴
された第３セクターの事業を継続して実施してお
り、地域産業の技術革新や人材育成につながっ
ていることからも、現状維持が妥当と考える。

評価結果　　

高

高

高

高

高

評 価 結 果 の 分 析

利

用

状

況

＋

経

費

効

率

利

用

状

況

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　　・統廃合

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・譲渡　　・売却　　・貸付

　・空き部屋の有効活用
　・利用者の多様性の促進
　・複合化　　・統廃合化

　・機能（サービス）の現状維持

改善・見直し

廃止

「 利 用 状 況 」 と 「 経 費 効 率」  に よ る ２ 軸 評 価

現状維持

改善・見直し

平成2年度に建築後、第3セクターが平成17年8
月に解散し、市に無償譲渡された建物である。
年数は経過しているものの躯体に問題は生じて
おらず、大規模な改修等は要していない。㈱超
高温材料研究センターが、建物の維持管理に
必要な保守や修繕を適切に行っている。

「 建 物 性 能 ＜ ハ ー ド ＞ 」 と 「 (利 用 状 況 ＋ 経 費 効 率 )  ＜ ソ フ ト ＞ 」  に よ る ２ 軸 評 価

利用状況等（ソフト）に関する評価

建物性能（ハード）に関する評価

改善・見直し

【抜本的な見直し】 【複合化等の検討】



公共施設評価シート 善和牧場

１　評価項目及び評価結果

【定量評価】

（１）利用状況に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

１日当たりの利用者数 - - 評価対象外

利用者数の目標達成率 - - 評価対象外

利用者の多様性 1 -1 現在の利用者が、特定の人（団体）に限定されている（多様性がない）

利用状況 2 1 有効的・効果的に活用され、遊休設備や空き部屋はない

防災関連施設等 1 0 災害時に避難所・防災拠点等として使用されない施設

合計 0

（２）経費効率に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

年間収支 1 -1 過去3カ年平均と比較して減った

１㎡当たりの維持管理費 2 1 他施設と比較して少ない（1万2千円未満）

利用者１人当たりの市負担額 - - 評価対象外

維持管理費に対する直接的収入の割合 1 -2 評価対象外

合計 -2

（３）建物性能に関する評価 　　※令和２年４月実施の点検結果により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

耐震性 1 -2 耐震診断未実施（1981年以前に建設された施設で、耐震診断未実施）

老朽化（外構） 1 -2 点検結果　修繕の必要性あり（80点以上）

老朽化（外壁） 3 1 点検結果　経過観察（60点以上　70点未満）

老朽化（屋上） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（ベランダ） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（内部） 1 -2 点検結果　修繕の必要性あり（80点以上）

残存耐用年数 1 -2 残存耐用年数　5年未満

合計 -3

【定性評価】

（４）施策上等の必要性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

設置目的の有効性 施設の設置目的と現在の利用状況が、合致している施設

法の設置義務 設置が法律により義務付けられていない施設

行政関与の必要性 行政関与の必要性が低い施設

施策上の必要性 施策の目的を達成するための必要性が高い施設

（５）代替可能性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

民間移管の可能性 　当該施設を民間事業者に移管することができる

地域住民の自主的管理の可能性 　地域住民による当該施設の自主的な管理ができない

近隣公共施設への機能移転の可能性 　近隣の公共施設へ当該施設の機能を移転することができない

近隣民間施設への機能移転の可能性 　近隣の民間施設へ当該施設の機能を移転することができない

施設名称

高

低

評価

低

低

評価

高

高

低

低



２　定量評価による分析

高

0

-2

低

低 高

高

-2

-3

低

低 高

設置目的の有効性 低 　 ●

法令等の設置義務 低 ● 　

行政関与の必要性 低 ● 　

施策上の必要性 低 　 ●

　代替可能性に関する評価

民間移管の可能性 低 　 ● 高

地域住民の自主的管理の可能性 低 ● 　 高

近隣公共施設への機能移転の可能性 低 ● 　 高

近隣民間施設への機能移転の可能性 低 ● 　

高

高

高

高

高

評 価 結 果 の 分 析

畜産の振興（ブランド牛の保全）として当該施設
の必要性はあるものの、行政関与の必要性は
認められず、民間事業者への移管は考えられ
る。

評価結果　　

評価結果　　

３　定性評価による分析

　施策上等の必要性に関する評価

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　・統廃合化　・売却

評 価 結 果 の 分 析 

現在、ＪＡと管理委託契約を結んでいる。
R1年度末時点で一人の農家の方が利用されて
いる状況。
利用者の多様性の促進は難しいと考える。

利用状況に関する評価

経費効率に関する評価

利用状況等（ソフト）に関する評価

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・解体

利

用

状

況

＋

経

費

効

率

利

用

状

況

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　　・統廃合

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・譲渡　　・売却　　・貸付

　・空き部屋の有効活用
　・利用者の多様性の促進
　・複合化　　・統廃合化

　・機能（サービス）の現状維持

改善・見直し

廃止

「 利 用 状 況 」 と 「 経 費 効 率」  に よ る ２ 軸 評 価

改善・見直し

【抜本的な見直し】 【複合化等の検討】

建物性能（ハード）に関する評価

現状維持

改善・見直し

「 建 物 性 能 ＜ ハ ー ド ＞ 」 と 「 (利 用 状 況 ＋ 経 費 効 率 )  ＜ ソ フ ト ＞ 」  に よ る ２ 軸 評 価

評 価 結 果 の 分 析 

【長寿命化の検討】 【当面は現状維持】

　・大規模修繕
　・更新
　・他施設へ機能移転

廃止

【経費効率改善の検討】 【当面は現状維持】

【抜本的な見直し】 【利用状況改善の検討】

　・小規模修繕を行いながら現状維持

改善・見直し
ＪＡに管理を委託し、現在１人の農家の方が20
頭程度飼育している状況であり、施設の老朽化
が著しい。

建 　物　 性　 能

現状維持

経　 費　 効　 率

　



公共施設評価シート 中山共同畜舎

１　評価項目及び評価結果

【定量評価】

（１）利用状況に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

１日当たりの利用者数 - - 評価対象外

利用者数の目標達成率 - - 評価対象外

利用者の多様性 1 -1 現在の利用者が、特定の人（団体）に限定されている（多様性がない）

利用状況 1 -1 遊休設備や空き部屋がある。　稼働率が２割に満たない貸室（部屋）が２つ以上ある。

防災関連施設等 1 0 災害時に避難所・防災拠点等として使用されない施設

合計 -2

（２）経費効率に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

年間収支 2 1 過去3カ年平均と比較して増えた

１㎡当たりの維持管理費 2 1 他施設と比較して少ない（1万2千円未満）

利用者１人当たりの市負担額 - - 評価対象外

維持管理費に対する直接的収入の割合 - - 評価対象外

合計 2

（３）建物性能に関する評価 　　※令和２年４月実施の点検結果により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

耐震性 4 2 耐震基準施設（1982年以降に建設された施設）

老朽化（外構） 1 -2 点検結果　修繕の必要性あり（80点以上）

老朽化（外壁） 1 -2 点検結果　修繕の必要性あり（80点以上）

老朽化（屋上） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（ベランダ） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（内部） 1 -2 点検結果　修繕の必要性あり（80点以上）

残存耐用年数 1 -2 残存耐用年数　5年未満

合計 -2

【定性評価】

（４）施策上等の必要性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

設置目的の有効性 施設の設置目的と現在の利用状況が、合致している施設

法の設置義務 設置が法律により義務付けられていない施設

行政関与の必要性 行政関与の必要性が低い施設

施策上の必要性 施策の目的を達成するための必要性が高い施設

（５）代替可能性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

民間移管の可能性 　当該施設を民間事業者に移管することができる

地域住民の自主的管理の可能性 　地域住民による当該施設の自主的な管理ができない

近隣公共施設への機能移転の可能性 　近隣の公共施設へ当該施設の機能を移転することができない

近隣民間施設への機能移転の可能性 　近隣の民間施設へ当該施設の機能を移転することができない

施設名称

低

評価

低

低

評価

高

高

高

低

低



２　定量評価による分析

高

-2

2

低

低 高

高

0

-2

低

低 高

設置目的の有効性 低 　 ●

法令等の設置義務 低 ● 　

行政関与の必要性 低 ● 　

施策上の必要性 低 　 ●

　代替可能性に関する評価

民間移管の可能性 低 　 ● 高

地域住民の自主的管理の可能性 低 ● 　 高

近隣公共施設への機能移転の可能性 低 ● 　 高

近隣民間施設への機能移転の可能性 低 ● 　

ＪＡに管理を委託し、現在１社企業がブランド牛
の飼育開始に向けて準備を進めているが、施設
の老朽化は著しい。

建物性能（ハード）に関する評価

改善・見直し

【抜本的な見直し】 【複合化等の検討】

建 　物　 性　 能

「 建 物 性 能 ＜ ハ ー ド ＞ 」 と 「 (利 用 状 況 ＋ 経 費 効 率 )  ＜ ソ フ ト ＞ 」  に よ る ２ 軸 評 価

評 価 結 果 の 分 析 

【長寿命化の検討】 【当面は現状維持】

　・大規模修繕
　・更新
　・他施設へ機能移転

廃止

【経費効率改善の検討】 【当面は現状維持】

【抜本的な見直し】 【利用状況改善の検討】

　・小規模修繕を行いながら現状維持

改善・見直し 現状維持

経　 費　 効　 率

評 価 結 果 の 分 析 

R1年度末現在、一人の農家の方が利用をされ
ている状況。
利用者の多様性の促進は難しいと考える。

利用状況に関する評価

経費効率に関する評価

利用状況等（ソフト）に関する評価

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・解体

「 利 用 状 況 」 と 「 経 費 効 率」  に よ る ２ 軸 評 価

利

用

状

況

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　　・統廃合

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・譲渡　　・売却　　・貸付

　・空き部屋の有効活用
　・利用者の多様性の促進
　・複合化　　・統廃合化

　・機能（サービス）の現状維持

改善・見直し

廃止
　

利

用

状

況

＋

経

費

効

率

３　定性評価による分析

　施策上等の必要性に関する評価

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　・統廃合化　・売却

高

高

高

評 価 結 果 の 分 析

畜産の振興（ブランド牛の保全）として当該施設
の必要性はあるものの、行政関与の必要性は
認められず、民間事業者への移管は考えられ
る。

評価結果　　

高

評価結果　　

高

現状維持

改善・見直し



公共施設評価シート 楠こもれびの郷

１　評価項目及び評価結果

【定量評価】

（１）利用状況に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

１日当たりの利用者数 2 -1 過去3カ年平均と比較して、やや減った（１割未満）

利用者数の目標達成率 - - 評価対象外

利用者の多様性 2 1 現在の利用者が、特定の人（団体）に限定されていない（多様性がある）

利用状況 2 1 有効的・効果的に活用され、遊休設備や空き部屋はない

防災関連施設等 2 1 災害時の「緊急避難場所」「避難所」に指定されている施設

合計 2

（２）経費効率に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

年間収支 1 -1 過去3カ年平均と比較して減った

１㎡当たりの維持管理費 - - 評価対象外

利用者１人当たりの市負担額 4 2 かなり少ない（300円未満）

維持管理費に対する直接的収入の割合 - - 評価対象外

合計 1

（３）建物性能に関する評価 　　※令和２年４月実施の点検結果により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

耐震性 4 2 耐震基準施設（1981年以降に建設された施設）

老朽化（外構） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（外壁） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（屋上） - - 評価対象外

老朽化（ベランダ） - - 評価対象外

老朽化（内部） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

残存耐用年数 3 1 残存耐用年数　10年以上　30年未満

合計 9

【定性評価】

（４）施策上等の必要性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

設置目的の有効性 施設の設置目的と現在の利用状況が、合致している施設

法の設置義務 設置が法律により義務付けられていない施設

行政関与の必要性 行政関与の必要性が低い施設

施策上の必要性 施策の目的を達成するための必要性が高い施設

（５）代替可能性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

民間移管の可能性 　当該施設を民間事業者に移管することができる

地域住民の自主的管理の可能性 　地域住民による当該施設の自主的な管理ができる

近隣公共施設への機能移転の可能性 　近隣の公共施設へ当該施設の機能を移転することができない

近隣民間施設への機能移転の可能性 　近隣の民間施設へ当該施設の機能を移転することができない

施設名称

低

高

低

低

評価

高

高

高

低

評価



２　定量評価による分析

高

2

1

低

低 高

高

3

9

低

低 高

設置目的の有効性 低 　 ●

法令等の設置義務 低 ● 　

行政関与の必要性 低 ● 　

施策上の必要性 低 　 ●

　代替可能性に関する評価

民間移管の可能性 低 　 ● 高

地域住民の自主的管理の可能性 低 　 ● 高

近隣公共施設への機能移転の可能性 低 ● 　 高

近隣民間施設への機能移転の可能性 低 ● 　

評価結果　　

利用者の多様性や施設を有効的・効果的に活
用している。楠こもれびの郷基金を活用し、計画
的な修繕を実施してきた成果もあり、建物の健
全度は高く、かつ耐震性を有している。

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　　・統廃合

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・譲渡　　・売却　　・貸付

　・空き部屋の有効活用
　・利用者の多様性の促進
　・複合化　　・統廃合化

　・機能（サービス）の現状維持

改善・見直し

建物性能（ハード）に関する評価

現状維持

改善・見直し

　・大規模修繕
　・更新
　・他施設へ機能移転

廃止

【経費効率改善の検討】 【当面は現状維持】

【抜本的な見直し】 【利用状況改善の検討】

　・小規模修繕を行いながら現状維持

改善・見直し 現状維持

廃止

「 利 用 状 況 」 と 「 経 費 効 率」  に よ る ２ 軸 評 価

改善・見直し

【抜本的な見直し】 【複合化等の検討】

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・解体

経　 費　 効　 率

　

利

用

状

況

利

用

状

況

＋

経

費

効

率

評価結果　　

３　定性評価による分析

　施策上等の必要性に関する評価

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　・統廃合化　・売却

評 価 結 果 の 分 析 

供用日数は例年並みがったが、新型コロナウイ
ルス感染拡大防止に伴う一部施設休業及び営
業時間短縮の影響もあり、１日当たりの利用者
数及び年間収支が減った。しかしながら、利用
者の多様性や施設を有効的・効果的に活用され
ているので、機能（サービス）は現状維持とす
る。

利用状況に関する評価

経費効率に関する評価

利用状況等（ソフト）に関する評価

建 　物　 性　 能

「 建 物 性 能 ＜ ハ ー ド ＞ 」 と 「 (利 用 状 況 ＋ 経 費 効 率 )  ＜ ソ フ ト ＞ 」  に よ る ２ 軸 評 価

評 価 結 果 の 分 析 

【長寿命化の検討】 【当面は現状維持】

高

高

高

高

高

評 価 結 果 の 分 析

法令等の設置義務及び行政関与の必要性はな
いが、「地産地消、６次産業化等による地域経
済の振興やにぎわいづくり、農業の担い手の育
成などを目的として開設」した施設であり、必要
な施設である。



公共施設評価シート 船木ライスセンター

１　評価項目及び評価結果

【定量評価】

（１）利用状況に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

１日当たりの利用者数 - - 評価対象外

利用者数の目標達成率 - - 評価対象外

利用者の多様性 1 -1 現在の利用者が、特定の人（団体）に限定されている（多様性がない）

利用状況 2 1 有効的・効果的に活用され、遊休設備や空き部屋はない

防災関連施設等 1 0 災害時に避難所・防災拠点等として使用されない施設

合計 0

（２）経費効率に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

年間収支 1 -1 過去3カ年平均と比較して減った

１㎡当たりの維持管理費 2 1 他施設と比較して少ない（1万2千円未満）

利用者１人当たりの市負担額 - - 評価対象外

維持管理費に対する直接的収入の割合 - - 評価対象外

合計 0

（３）建物性能に関する評価 　　※令和２年４月実施の点検結果により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

耐震性 4 2 耐震基準施設（1982年以降に建設された施設）

老朽化（外構） 2 -2 点検結果　修繕の必要性あり（80点以上）

老朽化（外壁） 2 -1 点検結果　経過観察（70点以上　80点未満）

老朽化（屋上） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（ベランダ） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（内部） 1 -2 点検結果　修繕の必要性あり（80点以上）

残存耐用年数 1 -2 残存耐用年数　5年未満

合計 -1

【定性評価】

（４）施策上等の必要性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

設置目的の有効性 施設の設置目的と現在の利用状況が、合致している施設

法の設置義務 設置が法律により義務付けられていない施設

行政関与の必要性 行政関与の必要性が低い施設

施策上の必要性 施策の目的を達成するための必要性が高い施設

（５）代替可能性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

民間移管の可能性 　当該施設を民間事業者に移管することができる

地域住民の自主的管理の可能性 　地域住民による当該施設の自主的な管理ができない

近隣公共施設への機能移転の可能性 　近隣の公共施設へ当該施設の機能を移転することができない

近隣民間施設への機能移転の可能性 　近隣の民間施設へ当該施設の機能を移転することができない

施設名称

高

低

評価

低

低

評価

高

高

低

低



２　定量評価による分析

高

0

0

低

低 高

高

0

-1

低

低 高

設置目的の有効性 低 　 ●

法令等の設置義務 低 ● 　

行政関与の必要性 低 ● 　

施策上の必要性 低 　 ●

　代替可能性に関する評価

民間移管の可能性 低 　 ● 高

地域住民の自主的管理の可能性 低 ● 　 高

近隣公共施設への機能移転の可能性 低 ● 　 高

近隣民間施設への機能移転の可能性 低 ● 　 高

評 価 結 果 の 分 析

JAの他地域に存在するライスセンターへの機能
統合等、民間への移管が考えられるが、当該施
設を利用する農家の離農を加速化する懸念が
あることから、今後の民間移管については慎重
に検討する必要がある。

評価結果　　

高

高

高

高

評価結果　　　施策上等の必要性に関する評価

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　・統廃合化　・売却

３　定性評価による分析

利

用

状

況

＋

経

費

効

率

利

用

状

況

「 利 用 状 況 」 と 「 経 費 効 率」  に よ る ２ 軸 評 価

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　　・統廃合

　・機能（サービス）の現状維持

改善・見直し

　
改善・見直し廃止

建 　物　 性　 能

「 建 物 性 能 ＜ ハ ー ド ＞ 」 と 「 (利 用 状 況 ＋ 経 費 効 率 )  ＜ ソ フ ト ＞ 」  に よ る ２ 軸 評 価

評 価 結 果 の 分 析 

【長寿命化の検討】 【当面は現状維持】

　・大規模修繕
　・更新
　・他施設へ機能移転

廃止

【経費効率改善の検討】 【当面は現状維持】

【抜本的な見直し】 【利用状況改善の検討】

　・小規模修繕を行いながら現状維持

改善・見直し 現状維持

経　 費　 効　 率

利用状況に関する評価

経費効率に関する評価

利用状況等（ソフト）に関する評価

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・解体

現状維持

改善・見直し

　地元JAが受託管理運営を行っている。今後、
地元JA所有の他地域に存在するライスセンター
への機能統合も考えられるが、当該ライスセン
ター運営委員会（JA事務局）の意見を十分に踏
まえる必要がある。

建物性能（ハード）に関する評価

　当該施設は、収穫した米を持ち込み、乾燥・水
分調整する施設であり、利用者については船木
やその周辺の小規模農家に限定される。2017
年度は102戸・153件、2018年度は93戸・133件、
2019年度は87戸・115件と農業者の高齢化によ
り、減少傾向にある。

評 価 結 果 の 分 析 

【抜本的な見直し】 【複合化等の検討】

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・譲渡　　・売却　　・貸付

　・空き部屋の有効活用
　・利用者の多様性の促進
　・複合化　　・統廃合化



公共施設評価シート 楠農産物加工所

１　評価項目及び評価結果

【定量評価】

（１）利用状況に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

１日当たりの利用者数 - - 評価対象外

利用者数の目標達成率 - - 評価対象外

利用者の多様性 1 -1 現在の利用者が、特定の人（団体）に限定されている（多様性がない）

利用状況 1 -1 遊休設備や空き部屋がある。　稼働率が２割に満たない貸室（部屋）が２つ以上ある。

防災関連施設等 1 0 災害時に避難所・防災拠点等として使用されない施設

合計 -2

（２）経費効率に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

年間収支 1 -1 過去3カ年平均と比較して減った

１㎡当たりの維持管理費 2 1 他施設と比較して少ない（1万2千円未満）

利用者１人当たりの市負担額 - - 評価対象外

維持管理費に対する直接的収入の割合 - - 評価対象外

合計 0

（３）建物性能に関する評価 　　※令和２年４月実施の点検結果により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

耐震性 4 2 耐震基準施設（1982年以降に建設された施設）

老朽化（外構） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（外壁） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（屋上） - - 評価対象外

老朽化（ベランダ） - - 評価対象外

老朽化（内部） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

残存耐用年数 3 1 残存耐用年数　10年以上　30年未満

合計 9

【定性評価】

（４）施策上等の必要性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

設置目的の有効性 施設の設置目的と現在の利用状況が、合致している施設

法の設置義務 設置が法律により義務付けられていない施設

行政関与の必要性 行政関与の必要性が低い施設

施策上の必要性 施策の目的を達成するための必要性が高い施設

（５）代替可能性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

民間移管の可能性 　当該施設を民間事業者に移管することができる

地域住民の自主的管理の可能性 　地域住民による当該施設の自主的な管理ができない

近隣公共施設への機能移転の可能性 　近隣の公共施設へ当該施設の機能を移転することができない

近隣民間施設への機能移転の可能性 　近隣の民間施設へ当該施設の機能を移転することができない

施設名称

高

低

評価

低

低

評価

高

高

低

低



２　定量評価による分析

高

-2

0

低

低 高

高

-2

9

低

低 高

設置目的の有効性 低 　 ●

法令等の設置義務 低 ● 　

行政関与の必要性 低 ● 　

施策上の必要性 低 　 ●

　代替可能性に関する評価

民間移管の可能性 低 　 ● 高

地域住民の自主的管理の可能性 低 ● 　 高

近隣公共施設への機能移転の可能性 低 ● 　 高

近隣民間施設への機能移転の可能性 低 ● 　 高

評 価 結 果 の 分 析

法令等の設置義務はなく、農産物の加工の役
割を果たすため必要な施設であるが、行政の関
与の必要性は低く、民間への移管は考えられ
る。

評価結果　　

高

高

高

高

評価結果　　

３　定性評価による分析

　施策上等の必要性に関する評価

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　・統廃合化　・売却

建 　物　 性　 能

改善・見直し

利

用

状

況

＋

経

費

効

率

利

用

状

況

廃止
　

「 建 物 性 能 ＜ ハ ー ド ＞ 」 と 「 (利 用 状 況 ＋ 経 費 効 率 )  ＜ ソ フ ト ＞ 」  に よ る ２ 軸 評 価

評 価 結 果 の 分 析 

【長寿命化の検討】 【当面は現状維持】

　・大規模修繕
　・更新
　・他施設へ機能移転

廃止

【経費効率改善の検討】 【当面は現状維持】

【抜本的な見直し】 【利用状況改善の検討】

　・小規模修繕を行いながら現状維持

改善・見直し 現状維持

　・機能（サービス）の現状維持

改善・見直し

改善・見直し

利用状況に関する評価

経費効率に関する評価

利用状況等（ソフト）に関する評価

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・解体

現状維持

経　 費　 効　 率

「 利 用 状 況 」 と 「 経 費 効 率」  に よ る ２ 軸 評 価

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　　・統廃合

地元の株式会社が施設の利用と管理委託を
行っている。

建物性能（ハード）に関する評価

現在、楠むらづくり株式会社が利用している状
況。利用者の多様性の促進は難しいと考える。

評 価 結 果 の 分 析 

【抜本的な見直し】 【複合化等の検討】

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・譲渡　　・売却　　・貸付

　・空き部屋の有効活用
　・利用者の多様性の促進
　・複合化　　・統廃合化



公共施設評価シート 中央卸売市場

１　評価項目及び評価結果

【定量評価】

（１）建物性能に関する評価 　　※令和２年４月実施の点検結果により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

耐震性 1 -2 耐震診断未実施（1981年以前に建設された施設で、耐震診断未実施）

老朽化（外構） 3 1 点検結果　経過観察（60点以上　70点未満）

老朽化（外壁） 3 1 点検結果　経過観察（60点以上　70点未満）

老朽化（屋上） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（ベランダ） - - 評価対象外

老朽化（内部） 3 1 点検結果　経過観察（60点以上　70点未満）

残存耐用年数 1 -2 残存耐用年数　5年未満

合計 1

【定性評価】

（２）施策上等の必要性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

設置目的の有効性 施設の設置目的と現在の利用状況が、合致している施設

法の設置義務 設置が法律により義務付けられていない施設

行政関与の必要性 行政関与の必要性が高い施設

施策上の必要性 施策の目的を達成するための必要性が高い施設

（３）代替可能性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

民間移管の可能性 当該施設を民間事業者に移管することができない

地域住民の自主的管理の可能性 地域住民による当該施設の自主的な管理ができない

近隣公共施設への機能移転の可能性 近隣の公共施設へ当該施設の機能を移転することができない

近隣民間施設への機能移転の可能性 近隣の民間施設へ当該施設の機能を移転することができない低

高

低

低

評価

高

高

評価

低

低

施設名称



２　定量評価による分析

1

低 高

３　定性評価による分析

　施策上等の必要性に関する評価

設置目的の有効性 低 　 ● 高

法の設置義務 低 ● 　 高

行政関与の必要性 低 　 ● 高

施策上の必要性 低 　 ● 高

　代替可能性に関する評価

民間移管の可能性 低 ● 　 高

地域住民の自主的管理の可能性 低 ● 　 高

近隣公共施設への機能移転の可能性 低 ● 　 高

近隣民間施設への機能移転の可能性 低 ● 　 高

評価結果

評 価 結 果 の 分 析

【長寿命化の検討】 【当面は現状維持】 評 価 結 果 の 分 析 

廃止 改善・見直し

【抜本的な見直し】 【複合化、統廃合化の検討】

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・解体

　・複合化　・統廃合化　・売却

　「診断のすすめ」による点検では、大きな問題
はないと判断している。
　当面は小規模修繕を行いながら、年次的に耐
震診断、長寿命化に向けた改修を行うことが必
要である。

　・大規模修繕
　・更新
　・他施設へ機能移転

　・小規模修繕を行いながら現状維持 建物性能（ハード）に関する評価

改善・見直し

　野菜・果物などの生鮮食料品を安定供給する
ことで、市民生活の安定に寄与している重要な
施設である。（生鮮食料品等流通の基幹的イン
フラ）
　全国の中央卸売市場の開設者は、すべて地
方自治体となっており、民間移管の可能性は低
い。
　市場運営の専門家を迎えての市場関係者に
よる市場のあり方検討会において協議ののち、
意見集約を行った結果（平成26年度）、現行の
公設公営を望む声が多く、現時点では、中央卸
売市場として運営していくことを決定している。
（平成30年3月議会）

「 建 物 性 能 ＜ ハ ー ド ＞ 」   に よ る  評 価

現状維持

建 　物　 性　 能

評価結果



公共施設評価シート 地方卸売市場

１　評価項目及び評価結果

【定量評価】

（１）建物性能に関する評価 　　※令和２年４月実施の点検結果により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

耐震性 1 -2 耐震診断未実施（1981年以前に建設された施設で、耐震診断未実施）

老朽化（外構） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（外壁） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（屋上） - - 評価対象外

老朽化（ベランダ） - - 評価対象外

老朽化（内部） 3 1 点検結果　経過観察（60点以上　70点未満）

残存耐用年数 1 -2 残存耐用年数　5年未満

合計 1

【定性評価】

（２）施策上等の必要性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

設置目的の有効性 施設の設置目的と現在の利用状況が、合致している施設

法の設置義務 設置が法律により義務付けられていない施設

行政関与の必要性 行政関与の必要性が高い施設

施策上の必要性 施策の目的を達成するための必要性が高い施設

（３）代替可能性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

民間移管の可能性 当該施設を民間事業者に移管することができない

地域住民の自主的管理の可能性 地域住民による当該施設の自主的な管理ができない

近隣公共施設への機能移転の可能性 近隣の公共施設へ当該施設の機能を移転することができない

近隣民間施設への機能移転の可能性 近隣の民間施設へ当該施設の機能を移転することができない

施設名称

低

高

低

低

評価

高

高

評価

低

低



２　定量評価による分析

1

低 高

３　定性評価による分析

　施策上等の必要性に関する評価

設置目的の有効性 低 　 ● 高

法の設置義務 低 ● 　 高

行政関与の必要性 低 　 ● 高

施策上の必要性 低 　 ● 高

　代替可能性に関する評価

民間移管の可能性 低 ● 　 高

地域住民の自主的管理の可能性 低 ● 　 高

近隣公共施設への機能移転の可能性 低 ● 　 高

近隣民間施設への機能移転の可能性 低 ● 　 高

評価結果

廃止 改善・見直し

【抜本的な見直し】 【複合化、統廃合化の検討】

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・解体

　・複合化　・統廃合化　・売却

　「診断のすすめ」による点検では、大きな問題
はないと判断している。
　当面は小規模修繕（50万円以下の修繕は指
定管理者が負担）を行いながら年次的に耐震診
断、長寿命化に向けた改修を行うことが必要で
ある。

　・大規模修繕
　・更新
　・他施設へ機能移転

　・小規模修繕を行いながら現状維持
建物性能（ハード）に関する評価

改善・見直し

評 価 結 果 の 分 析

　鮮魚などの生鮮食料品を安定供給すること
で、市民生活の安定に寄与している重要な施設
である。（生鮮食料品等流通の基幹的インフラ）
　平成27年度から指定管理者制度へ移行して
いるが、民間移管の可能性は低い。

「 建 物 性 能 ＜ ハ ー ド ＞ 」   に よ る  評 価

現状維持

建 　物　 性　 能

評価結果

【長寿命化の検討】 【当面は現状維持】 評 価 結 果 の 分 析 



公共施設評価シート 小野大型共同作業所

１　評価項目及び評価結果

【定量評価】

（１）利用状況に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

１日当たりの利用者数 - - 評価対象外

利用者数の目標達成率 - - 評価対象外

利用者の多様性 1 -1 現在の利用者が、特定の人（団体）に限定されている（多様性がない）

利用状況 1 -1 遊休設備や空き部屋がある。　稼働率が２割に満たない貸室（部屋）が２つ以上ある。

防災関連施設等 1 0 災害時に避難所・防災拠点等として使用されない施設

合計 -2

（２）経費効率に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

年間収支 1 -1 過去3カ年平均と比較して減った

１㎡当たりの維持管理費 2 1 他施設と比較して少ない（1万2千円未満）

利用者１人当たりの市負担額 - - 評価対象外

維持管理費に対する直接的収入の割合 - - 評価対象外

合計 0

（３）建物性能に関する評価 　　※令和２年４月実施の点検結果により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

耐震性 4 2 耐震基準施設（1982年以降に建設された施設）

老朽化（外構） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（外壁） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（屋上） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（ベランダ） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（内部） 3 1 点検結果　経過観察（60点以上　70点未満）

残存耐用年数 2 -1 残存耐用年数　5年以上　10年未満

合計 10

【定性評価】

（４）施策上等の必要性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

設置目的の有効性 施設の設置目的と現在の利用状況が、合致していない施設

法の設置義務 設置が法律により義務付けられていない施設

行政関与の必要性 行政関与の必要性が低い施設

施策上の必要性 施策の目的を達成するための必要性が低い施設

（５）代替可能性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

民間移管の可能性 　当該施設を民間事業者に移管することができない

地域住民の自主的管理の可能性 　地域住民による当該施設の自主的な管理ができない

近隣公共施設への機能移転の可能性 　近隣の公共施設へ当該施設の機能を移転することができない

近隣民間施設への機能移転の可能性 　近隣の民間施設へ当該施設の機能を移転することができない

施設名称

低

低

評価

低

低

低

低

評価

低

低



２　定量評価による分析

高

-2

0

低

低 高

高

-2

10

低

低 高

設置目的の有効性 低 ● 　

法令等の設置義務 低 ● 　

行政関与の必要性 低 ● 　

施策上の必要性 低 ● 　

　代替可能性に関する評価

民間移管の可能性 低 ● 　 高

地域住民の自主的管理の可能性 低 ● 　 高

近隣公共施設への機能移転の可能性 低 ● 　 高

近隣民間施設への機能移転の可能性 低 ● 　

高

高

高

高

高

評 価 結 果 の 分 析評価結果　　

３　定性評価による分析

　施策上等の必要性に関する評価

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　・統廃合化　・売却

建物は、比較的新しいため、市民等の利活用を
模索する必要がある。

評価結果　　

利

用

状

況

＋

経

費

効

率

利

用

状

況

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　　・統廃合

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・譲渡　　・売却　　・貸付

　・空き部屋の有効活用
　・利用者の多様性の促進
　・複合化　　・統廃合化

　・機能（サービス）の現状維持

改善・見直し

廃止

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・解体

現状維持

改善・見直し

　

「 利 用 状 況 」 と 「 経 費 効 率」  に よ る ２ 軸 評 価

建 　物　 性　 能

「 建 物 性 能 ＜ ハ ー ド ＞ 」 と 「 (利 用 状 況 ＋ 経 費 効 率 )  ＜ ソ フ ト ＞ 」  に よ る ２ 軸 評 価

評 価 結 果 の 分 析 

【長寿命化の検討】 【当面は現状維持】

　・大規模修繕
　・更新
　・他施設へ機能移転

廃止

【経費効率改善の検討】 【当面は現状維持】

【抜本的な見直し】 【利用状況改善の検討】

　・小規模修繕を行いながら現状維持

改善・見直し 現状維持

評 価 結 果 の 分 析 

現在、初期の目的（縫製工場として地元に貸与）
が終了し、市民の利活用のない状態であるが、
現在、民間企業への貸付を検討している。

利用状況に関する評価

経費効率に関する評価

利用状況等（ソフト）に関する評価

経　 費　 効　 率

利活用による収入増などの検討が必要。

改善・見直し

【抜本的な見直し】 【複合化等の検討】

建物性能（ハード）に関する評価



公共施設評価シート 木材チップ工場

１　評価項目及び評価結果

【定量評価】

（１）利用状況に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

１日当たりの利用者数 - - 評価対象外

利用者数の目標達成率 - - 評価対象外

利用者の多様性 1 -1 現在の利用者が、特定の人（団体）に限定されている（多様性がない）

利用状況 1 -1 遊休設備や空き部屋がある。　稼働率が２割に満たない貸室（部屋）が２つ以上ある。

防災関連施設等 1 0 災害時に避難所・防災拠点等として使用されない施設

合計 -2

（２）経費効率に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

年間収支 - - 評価対象外

１㎡当たりの維持管理費 - - 評価対象外

利用者１人当たりの市負担額 - - 評価対象外

維持管理費に対する直接的収入の割合 - - 評価対象外

合計 0

（３）建物性能に関する評価 　　※令和２年４月実施の点検結果により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

耐震性 1 -2 耐震診断未実施（1981年以前に建設された施設で、耐震診断未実施）

老朽化（外構） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（外壁） 3 1 点検結果　経過観察（60点以上　70点未満）

老朽化（屋上） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（ベランダ） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（内部） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

残存耐用年数 1 -2 残存耐用年数　5年未満

合計 5

【定性評価】

（４）施策上等の必要性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

設置目的の有効性 施設の設置目的と現在の利用状況が、合致していない施設

法の設置義務 設置が法律により義務付けられていない施設

行政関与の必要性 行政関与の必要性が低い施設

施策上の必要性 施策の目的を達成するための必要性が低い施設

（５）代替可能性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

民間移管の可能性 　当該施設を民間事業者に移管することができない

地域住民の自主的管理の可能性 　地域住民による当該施設の自主的な管理ができない

近隣公共施設への機能移転の可能性 　近隣の公共施設へ当該施設の機能を移転することができない

近隣民間施設への機能移転の可能性 　近隣の民間施設へ当該施設の機能を移転することができない

施設名称

低

評価

低

低

低

低

低

低

低

評価



２　定量評価による分析

高

-2

0

低

低 高

高

-2

5

低

低 高

設置目的の有効性 低 ● 　

法令等の設置義務 低 ● 　

行政関与の必要性 低 ● 　

施策上の必要性 低 ● 　

　代替可能性に関する評価

民間移管の可能性 低 ● 　 高

地域住民の自主的管理の可能性 低 ● 　 高

近隣公共施設への機能移転の可能性 低 ● 　 高

近隣民間施設への機能移転の可能性 低 ● 　

評価結果　　

３　定性評価による分析

　施策上等の必要性に関する評価

木材チップ工場としての地元企業への貸与は終
了し、活用されていない施設であり、廃止を含め
た見直しも検討する必要がある。

評価結果　　

高

高

高

高

高

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　・統廃合化　・売却

利

用

状

況

＋

経

費

効

率

利用状況に関する評価

経費効率に関する評価

利用状況等（ソフト）に関する評価

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・解体

現状維持

改善・見直し

評 価 結 果 の 分 析

建 　物　 性　 能

現状維持

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　　・統廃合

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・譲渡　　・売却　　・貸付

　・空き部屋の有効活用
　・利用者の多様性の促進
　・複合化　　・統廃合化

　・機能（サービス）の現状維持

改善・見直し

廃止

「 建 物 性 能 ＜ ハ ー ド ＞ 」 と 「 (利 用 状 況 ＋ 経 費 効 率 )  ＜ ソ フ ト ＞ 」  に よ る ２ 軸 評 価

評 価 結 果 の 分 析 

【長寿命化の検討】 【当面は現状維持】

　・大規模修繕
　・更新
　・他施設へ機能移転

廃止

【経費効率改善の検討】 【当面は現状維持】

【抜本的な見直し】 【利用状況改善の検討】

　・小規模修繕を行いながら現状維持

改善・見直し

利

用

状

況

　

「 利 用 状 況 」 と 「 経 費 効 率」  に よ る ２ 軸 評 価

改善・見直し

【抜本的な見直し】 【複合化等の検討】

経　 費　 効　 率

築50年以上経過した建物であるため、抜本的な
見直しを検討する必要がある。

建物性能（ハード）に関する評価

評 価 結 果 の 分 析 

木材チップ工場としての地元企業への貸与は終
了し、活用されていない施設であり、廃止を含め
た見直しも検討する必要がある。



公共施設評価シート ときわ湖水ホール

１　評価項目及び評価結果

【定量評価】

（１）利用状況に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

１日当たりの利用者数 - - 評価対象外

利用者数の目標達成率 3 1 概ね達成（80％～100％未満）

利用者の多様性 2 1 現在の利用者が、特定の人（団体）に限定されていない（多様性がある）

利用状況 2 1 有効的・効果的に活用され、遊休設備や空き部屋はない

防災関連施設等 2 1 災害時に防災拠点として使用する施設　（本庁舎・北部総合支所）

合計 4

（２）経費効率に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

年間収支 1 -1 過去3カ年平均と比較して減った

１㎡当たりの維持管理費 - - 評価対象外

利用者１人当たりの市負担額 1 -2 かなり多い（1000円以上）

維持管理費に対する直接的収入の割合 2 -1 少ない（5%～25％未満）

合計 -4

（３）建物性能に関する評価 　　※令和２年４月実施の点検結果により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

耐震性 4 2 耐震基準施設（1981年以降に建設された施設）

老朽化（外構） 1 -2 点検結果　修繕の必要性あり（80点以上）

老朽化（外壁） 1 -2 点検結果　修繕の必要性あり（80点以上）

老朽化（屋上） 1 -2 点検結果　修繕の必要性あり（80点以上）

老朽化（ベランダ） 1 -2 点検結果　修繕の必要性あり（80点以上）

老朽化（内部） 2 -1 点検結果　経過観察（70点以上　80点未満）

残存耐用年数 3 1 残存耐用年数　10年以上　30年未満

合計 -6

【定性評価】

（４）施策上等の必要性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

設置目的の有効性 施設の設置目的と現在の利用状況が、合致している施設

法の設置義務 設置が法律により義務付けられていない施設

行政関与の必要性 行政関与の必要性が高い施設

施策上の必要性 施策の目的を達成するための必要性が高い施設

（５）代替可能性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

民間移管の可能性 　当該施設を民間事業者に移管することができない

地域住民の自主的管理の可能性 　地域住民による当該施設の自主的な管理ができない

近隣公共施設への機能移転の可能性 　近隣の公共施設へ当該施設の機能を移転することができない

近隣民間施設への機能移転の可能性 　近隣の民間施設へ当該施設の機能を移転することができない

施設名称

高

低

評価

高

高

評価

低

低

低

低



高

4

-4

低

低 高

高

0

-6

低

低 高

設置目的の有効性 低 　 ●

法令等の設置義務 低 ● 　

行政関与の必要性 低 　 ●

施策上の必要性 低 　 ●

　代替可能性に関する評価

民間移管の可能性 低 ● 　 高

地域住民の自主的管理の可能性 低 ● 　 高

近隣公共施設への機能移転の可能性 低 ● 　 高

近隣民間施設への機能移転の可能性 低 ● 　

２　定量評価による分析

「 利 用 状 況 」 と 「 経 費 効 率」  に よ る ２ 軸 評 価

経費効率に関する評価

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　　・統廃合

　・機能（サービス）の現状維持
利用状況に関する評価

改善・見直し 現状維持
各貸部屋の稼働率は、大展示ホールが53％、
ミーティングルームが55％、第一展示室が34％
となっている。市内に駐車場併設の収容人数が
400名以上の施設が市内には無いことから、イ
ベントや研修・会議等で利用されている。

【抜本的な見直し】

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・譲渡　　・売却　　・貸付

　・空き部屋の有効活用
　・利用者の多様性の促進
　・複合化　　・統廃合化

評 価 結 果 の 分 析 

【利用状況改善の検討】

経　 費　 効　 率

【経費効率改善の検討】 【当面は現状維持】

利

用

状

況

廃止 改善・見直し

評 価 結 果 の 分 析 

利用状況等（ソフト）に関する評価

【長寿命化の検討】 【当面は現状維持】

　・小規模修繕を行いながら現状維持

【抜本的な見直し】 【複合化等の検討】

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・解体

「 建 物 性 能 ＜ ハ ー ド ＞ 」 と 「 (利 用 状 況 ＋ 経 費 効 率 )  ＜ ソ フ ト ＞ 」  に よ る ２ 軸 評 価

　

建物性能（ハード）に関する評価

利

用

状

況

＋

経

費

効

率

　・大規模修繕
　・更新
　・他施設へ機能移転

改善・見直し 現状維持
ときわ湖水ホールは、市庁舎の防災中枢機能
が被災した場合の代替機能施設に指定されて
おり、貸館の利用者も多いため小規模修繕を行
いながら現状維持とする。

廃止 改善・見直し

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　　・統廃合化

建 　物　 性　 能

３　定性評価による分析

高

評 価 結 果 の 分 析　施策上等の必要性に関する評価 評価結果　　

高 ときわ公園文化ゾーンの公園施設、各種イベン
ト、憩いの場として幅広く活用していただくため
に建設した施設である。各種イベント等多くの団
体に利用されており、防災の代替機能施設にも
指定されている。
近郊公共施設への機能移転については、大規
模施設であるため難しいと考える。

高

評価結果　　

高

高



公共施設評価シート ときわミュージアム

１　評価項目及び評価結果

【定量評価】

（１）利用状況に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

１日当たりの利用者数 1 -2 過去3カ年平均と比較して、減った（１割以上）

利用者数の目標達成率 3 1 概ね達成（80％～100％未満）

利用者の多様性 2 1 現在の利用者が、特定の人（団体）に限定されていない（多様性がある）

利用状況 2 1 有効的・効果的に活用され、遊休設備や空き部屋はない

防災関連施設等 2 1 災害時の「緊急避難場所」「避難所」に指定されている施設

合計 2

（２）経費効率に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

年間収支 2 1 過去3カ年平均と比較して増えた

１㎡当たりの維持管理費 - - 評価対象外

利用者１人当たりの市負担額 4 2 かなり少ない（300円未満）

維持管理費に対する直接的収入の割合 2 -1 少ない（5%～25％未満）

合計 2

（３）建物性能に関する評価 　　※令和２年４月実施の点検結果により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

耐震性 4 2 耐震基準施設（1981年以降に建設された施設）

老朽化（外構） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（外壁） 3 1 点検結果　経過観察（60点以上　70点未満）

老朽化（屋上） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（ベランダ） 　 　 　

老朽化（内部） 1 -2 点検結果　修繕の必要性あり（80点以上）

残存耐用年数 3 1 残存耐用年数　10年以上　30年未満

合計 6

【定性評価】

（４）施策上等の必要性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

設置目的の有効性 施設の設置目的と現在の利用状況が、合致している施設

法の設置義務 設置が法律により義務付けられていない施設

行政関与の必要性 行政関与の必要性が高い施設

施策上の必要性 施策の目的を達成するための必要性が高い施設

（５）代替可能性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

民間移管の可能性 　当該施設を民間事業者に移管することができる

地域住民の自主的管理の可能性 　地域住民による当該施設の自主的な管理ができない

近隣公共施設への機能移転の可能性 　近隣の公共施設へ当該施設の機能を移転することができない

近隣民間施設への機能移転の可能性 　近隣の民間施設へ当該施設の機能を移転することができない

施設名称

低

低

高

低

評価

高

評価

高

低

高



高

2

2

低

低 高

高

4

6

低

低 高

設置目的の有効性 低 　 ●

法令等の設置義務 低 ● 　

行政関与の必要性 低 　 ●

施策上の必要性 低 　 ●

　代替可能性に関する評価

民間移管の可能性 低 　 ● 高

地域住民の自主的管理の可能性 低 ● 　 高

近隣公共施設への機能移転の可能性 低 ● 　 高

近隣民間施設への機能移転の可能性 低 ● 　 高

高

高

評 価 結 果 の 分 析　施策上等の必要性に関する評価 評価結果　　

高 多数の植物を収集・育成・保存し、併せて学術
研究等に資する施設であり、美しく、楽しく、そし
て植物の種類や学名などが分かるように教育的
配慮のもと植栽・展示することから、植物館の必
要性は高いと考えます。

高

評価結果　　

３　定性評価による分析

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　　・統廃合化

建 　物　 性　 能

改善・見直し 現状維持
当施設は、多くの人々に生きた植物に親しめる
場と機会を提供することで、植物・園芸に関する
知識・技術の普及、向上に努め、自然に親しむ
心を養うための施設として整備された施設であ
る。

廃止 改善・見直し
　

建物性能（ハード）に関する評価

「 建 物 性 能 ＜ ハ ー ド ＞ 」 と 「 (利 用 状 況 ＋ 経 費 効 率 )  ＜ ソ フ ト ＞ 」  に よ る ２ 軸 評 価

評 価 結 果 の 分 析 

利用状況等（ソフト）に関する評価

【長寿命化の検討】 【当面は現状維持】

利

用

状

況

＋

経

費

効

率

　・大規模修繕
　・更新
　・他施設へ機能移転

　・小規模修繕を行いながら現状維持

【抜本的な見直し】 【複合化等の検討】

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・解体

廃止 改善・見直し

改善・見直し 現状維持
世界を旅し、感動する植物館をコンセプトに、原
産地の植生を意識した８つのゾーンに特徴的な
シンボルツリーを植栽し、世界を旅するように珍
しい植物や花可、果実に出会える施設として、
市内をはじめ県内外の大人から子供まで幅広
い層に利用されている。【抜本的な見直し】

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・譲渡　　・売却　　・貸付

　・空き部屋の有効活用
　・利用者の多様性の促進
　・複合化　　・統廃合化

評 価 結 果 の 分 析 

【利用状況改善の検討】

経　 費　 効　 率

経費効率に関する評価

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　　・統廃合

　・機能（サービス）の現状維持
利用状況に関する評価

利

用

状

況

【経費効率改善の検討】 【当面は現状維持】

２　定量評価による分析

「 利 用 状 況 」 と 「 経 費 効 率」  に よ る ２ 軸 評 価



公共施設評価シート ときわレストハウス

１　評価項目及び評価結果

【定量評価】

（１）利用状況に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

１日当たりの利用者数 - - 評価対象外

利用者数の目標達成率 - - 評価対象外

利用者の多様性 2 1 現在の利用者が、特定の人（団体）に限定されていない（多様性がある）

利用状況 2 1 有効的・効果的に活用され、遊休設備や空き部屋はない

防災関連施設等 1 0 災害時に避難所・防災拠点等として使用されない施設

合計 2

（２）経費効率に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

年間収支 1 -1 過去3カ年平均と比較して減った

１㎡当たりの維持管理費 - - 評価対象外

利用者１人当たりの市負担額 - - 評価対象外

維持管理費に対する直接的収入の割合 2 -1 少ない（5%～25％未満）

合計 -2

（３）建物性能に関する評価 　　※令和２年４月実施の点検結果により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

耐震性 4 2 耐震基準施設（1981年以降に建設された施設）

老朽化（外構） 1 -2 点検結果　修繕の必要性あり（80点以上）

老朽化（外壁） 1 -2 点検結果　修繕の必要性あり（80点以上）

老朽化（屋上） 3 1 点検結果　経過観察（60点以上　70点未満）

老朽化（ベランダ） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（内部） 1 -2 点検結果　修繕の必要性あり（80点以上）

残存耐用年数 3 1 残存耐用年数　10年以上　30年未満

合計 0

【定性評価】

（４）施策上等の必要性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

設置目的の有効性 施設の設置目的と現在の利用状況が、合致している施設

法の設置義務 設置が法律により義務付けられていない施設

行政関与の必要性 行政関与の必要性が高い施設

施策上の必要性 施策の目的を達成するための必要性が高い施設

（５）代替可能性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

民間移管の可能性 　当該施設を民間事業者に移管することができる

地域住民の自主的管理の可能性 　地域住民による当該施設の自主的な管理ができない

近隣公共施設への機能移転の可能性 　近隣の公共施設へ当該施設の機能を移転することができない

近隣民間施設への機能移転の可能性 　近隣の民間施設へ当該施設の機能を移転することができない

施設名称

低

評価

高

高

低

低

高

高

評価

低



高

2

-2

低

低 高

高

0

0

低

低 高

設置目的の有効性 低 　 ●

法令等の設置義務 低 ● 　

行政関与の必要性 低 　 ●

施策上の必要性 低 　 ●

　代替可能性に関する評価

民間移管の可能性 低 　 ● 高

地域住民の自主的管理の可能性 低 ● 　 高

近隣公共施設への機能移転の可能性 低 ● 　 高

近隣民間施設への機能移転の可能性 低 ● 　 高

高

評 価 結 果 の 分 析　施策上等の必要性に関する評価 評価結果　　

高 入園者の利便性の向上と観光客の誘致を図る
ため建設した施設である。団体客の休憩スペー
ス等に活用されていることから、今後もその役
割は続くものと考える。高

評価結果　　

高

３　定性評価による分析

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　　・統廃合化

建 　物　 性　 能

改善・見直し 現状維持
来園者への食の提供や雨天時等で団体が利用
する休憩スペースが限定されることから、小規
模修繕を行いながら現状維持とする。

廃止 改善・見直し
　

建物性能（ハード）に関する評価

利

用

状

況

＋

経

費

効

率

　・大規模修繕
　・更新
　・他施設へ機能移転

評 価 結 果 の 分 析 

利用状況等（ソフト）に関する評価

【長寿命化の検討】 【当面は現状維持】

　・小規模修繕を行いながら現状維持

【抜本的な見直し】 【複合化等の検討】

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・解体

「 建 物 性 能 ＜ ハ ー ド ＞ 」 と 「 (利 用 状 況 ＋ 経 費 効 率 )  ＜ ソ フ ト ＞ 」  に よ る ２ 軸 評 価

廃止 改善・見直し

利

用

状

況

経費効率に関する評価

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　　・統廃合

　・機能（サービス）の現状維持
利用状況に関する評価

改善・見直し 現状維持
１Fは、来園者への食の提供を目的に売店及び
レストランとして賃貸しており、２Fは、無料休憩
所として遠足等の食事スペース等で多くの団体
に利用されている。

【抜本的な見直し】

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・譲渡　　・売却　　・貸付

　・空き部屋の有効活用
　・利用者の多様性の促進
　・複合化　　・統廃合化

評 価 結 果 の 分 析 

【利用状況改善の検討】

経　 費　 効　 率

【経費効率改善の検討】 【当面は現状維持】

２　定量評価による分析

「 利 用 状 況 」 と 「 経 費 効 率」  に よ る ２ 軸 評 価



公共施設評価シート 石炭記念館

１　評価項目及び評価結果

【定量評価】

（１）利用状況に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

１日当たりの利用者数 - - 評価対象外

利用者数の目標達成率 3 1 概ね達成（80％～100％未満）

利用者の多様性 2 1 現在の利用者が、特定の人（団体）に限定されていない（多様性がある）

利用状況 2 1 有効的・効果的に活用され、遊休設備や空き部屋はない

防災関連施設等 1 0 災害時に避難所・防災拠点等として使用されない施設

合計 3

（２）経費効率に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

年間収支 2 1 過去3カ年平均と比較して増えた

１㎡当たりの維持管理費 - - 評価対象外

利用者１人当たりの市負担額 4 2 かなり少ない（300円未満）

維持管理費に対する直接的収入の割合 1 -2 かなり少ない（5％未満）

合計 1

（３）建物性能に関する評価 　　※令和２年４月実施の点検結果により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

耐震性 4 2 耐震改修済（1981年以前に建設された施設で、耐震改修済）

老朽化（外構） 2 -1 点検結果　経過観察（70点以上　80点未満）

老朽化（外壁） 2 -1 点検結果　経過観察（70点以上　80点未満）

老朽化（屋上） 1 -2 点検結果　修繕の必要性あり（80点以上）

老朽化（ベランダ） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（内部） 2 -1 点検結果　経過観察（70点以上　80点未満）

残存耐用年数 1 -2 残存耐用年数　5年未満

合計 -3

【定性評価】

（４）施策上等の必要性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

設置目的の有効性 施設の設置目的と現在の利用状況が、合致している施設

法の設置義務 設置が法律により義務付けられていない施設

行政関与の必要性 行政関与の必要性が高い施設

施策上の必要性 施策の目的を達成するための必要性が高い施設

（５）代替可能性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

民間移管の可能性 　当該施設を民間事業者に移管することができない

地域住民の自主的管理の可能性 　地域住民による当該施設の自主的な管理ができない

近隣公共施設への機能移転の可能性 　近隣の公共施設へ当該施設の機能を移転することができない

近隣民間施設への機能移転の可能性 　近隣の民間施設へ当該施設の機能を移転することができない

施設名称

高

評価

高

低

高

評価

低

低

低

低



２　定量評価による分析

高

3

1

低

低 高

高

4

-3

低

低 高

設置目的の有効性 低 　 ●

法令等の設置義務 低 ● 　

行政関与の必要性 低 　 ●

施策上の必要性 低 　 ●

　代替可能性に関する評価

民間移管の可能性 低 ● 　 高

地域住民の自主的管理の可能性 低 ● 　 高

近隣公共施設への機能移転の可能性 低 ● 　 高

近隣民間施設への機能移転の可能性 低 ● 　

「 利 用 状 況 」 と 「 経 費 効 率」  に よ る ２ 軸 評 価

【経費効率改善の検討】 【当面は現状維持】

経費効率に関する評価

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　　・統廃合

　・機能（サービス）の現状維持
利用状況に関する評価

改善・見直し 現状維持
日本初の石炭記念館として石炭関係をはじめ多
くの市民の寄附で建設された施設であり、収蔵
物も大部分が寄付で集められてる。
宇部市の歴史や文化を伝える博物館として、社
会見学等で年間約35,000人の方が施設を来館
している。【抜本的な見直し】

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・譲渡　　・売却　　・貸付

　・空き部屋の有効活用
　・利用者の多様性の促進
　・複合化　　・統廃合化

評 価 結 果 の 分 析 

【利用状況改善の検討】

経　 費　 効　 率

利

用

状

況

廃止 改善・見直し

「 建 物 性 能 ＜ ハ ー ド ＞ 」 と 「 (利 用 状 況 ＋ 経 費 効 率 )  ＜ ソ フ ト ＞ 」  に よ る ２ 軸 評 価

評 価 結 果 の 分 析 

利用状況等（ソフト）に関する評価

【長寿命化の検討】 【当面は現状維持】

建物性能（ハード）に関する評価

利

用

状

況

＋

経

費

効

率

　・大規模修繕
　・更新
　・他施設へ機能移転

　・小規模修繕を行いながら現状維持

【抜本的な見直し】 【複合化等の検討】

　
改善・見直し 現状維持

昭和44年に建設され、施設の老朽化が進んで
おり、耐震を含めた改修が必要である。
石炭関係者や市民からの寄附により建設されて
おり、収蔵品を収容できる他施設もないため、必
要に応じて受益者負担の観点から使用料等の
見直しについて検討する。

廃止 改善・見直し

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・解体

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　　・統廃合化

建 　物　 性　 能

３　定性評価による分析

評 価 結 果 の 分 析　施策上等の必要性に関する評価 評価結果　　

高 日本初の石炭記念館、地域の歴史・文化伝承
の場としての性格をもっており、石炭関係者をは
じめ、多くの市民の寄附で建設された施設であ
る。
市内には、同じ機能の施設（学びの森くすのき）
があるが、寄附による収蔵品を一つにまとめる
だけの展示スペースもない状況にある。

高

評価結果　　

高

高

高



公共施設評価シート 遊戯場

１　評価項目及び評価結果

【定量評価】

（１）利用状況に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

１日当たりの利用者数 - - 評価対象外

利用者数の目標達成率 - - 評価対象外

利用者の多様性 1 -1 現在の利用者が、特定の人（団体）に限定されている（多様性がない）

利用状況 2 1 有効的・効果的に活用され、遊休設備や空き部屋はない

防災関連施設等 1 0 災害時に避難所・防災拠点等として使用されない施設

合計 0

（２）経費効率に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

年間収支 1 -1 過去3カ年平均と比較して減った

１㎡当たりの維持管理費 - - 評価対象外

利用者１人当たりの市負担額 - - 評価対象外

維持管理費に対する直接的収入の割合 4 2 かなり多い（50％以上）

合計 1

（３）建物性能に関する評価 　　※令和２年４月実施の点検結果により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

耐震性 4 2 耐震基準施設（1981年以降に建設された施設）

老朽化（外構） 1 -2 点検結果　修繕の必要性あり（80点以上）

老朽化（外壁） 1 -2 点検結果　修繕の必要性あり（80点以上）

老朽化（屋上） - - 評価対象外

老朽化（ベランダ） - - 評価対象外

老朽化（内部） 1 -2 点検結果　修繕の必要性あり（80点以上）

残存耐用年数 1 -2 残存耐用年数　5年未満

合計 -6

【定性評価】

（４）施策上等の必要性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

設置目的の有効性 施設の設置目的と現在の利用状況が、合致している施設

法の設置義務 設置が法律により義務付けられていない施設

行政関与の必要性 行政関与の必要性が高い施設

施策上の必要性 施策の目的を達成するための必要性が高い施設

（５）代替可能性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

民間移管の可能性 　当該施設を民間事業者に移管することができる

地域住民の自主的管理の可能性 　地域住民による当該施設の自主的な管理ができない

近隣公共施設への機能移転の可能性 　近隣の公共施設へ当該施設の機能を移転することができない

近隣民間施設への機能移転の可能性 　近隣の民間施設へ当該施設の機能を移転することができない

施設名称

高

高

評価

高

低

高

低

評価

低

低



高

0

1

低

低 高

高

1

-6

低

低 高

設置目的の有効性 低 　 ●

法令等の設置義務 低 ● 　

行政関与の必要性 低 　 ●

施策上の必要性 低 　 ●

　代替可能性に関する評価

民間移管の可能性 低 　 ● 高

地域住民の自主的管理の可能性 低 ● 　 高

近隣公共施設への機能移転の可能性 低 ● 　 高

近隣民間施設への機能移転の可能性 低 ● 　

２　定量評価による分析

「 利 用 状 況 」 と 「 経 費 効 率」  に よ る ２ 軸 評 価

利

用

状

況

経費効率に関する評価

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　　・統廃合

　・機能（サービス）の現状維持
利用状況に関する評価

改善・見直し 現状維持
当施設は、当初、ときわ遊園地としての価値を
高めるためゲームコーナーとして建設された施
設となるが、現在は、遊園地を運営する民間事
業者の事務所として賃貸しているほか、団体客
の休憩スペース及びイベントの備品倉庫として
利用されている。【抜本的な見直し】

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・譲渡　　・売却　　・貸付

　・空き部屋の有効活用
　・利用者の多様性の促進
　・複合化　　・統廃合化

評 価 結 果 の 分 析 

【利用状況改善の検討】

経　 費　 効　 率

【経費効率改善の検討】 【当面は現状維持】

廃止 改善・見直し

「 建 物 性 能 ＜ ハ ー ド ＞ 」 と 「 (利 用 状 況 ＋ 経 費 効 率 )  ＜ ソ フ ト ＞ 」  に よ る ２ 軸 評 価

評 価 結 果 の 分 析 

利用状況等（ソフト）に関する評価

【長寿命化の検討】 【当面は現状維持】

利

用

状

況

＋

経

費

効

率

　・大規模修繕
　・更新
　・他施設へ機能移転

　・小規模修繕を行いながら現状維持

【抜本的な見直し】 【複合化等の検討】

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・解体

　

建物性能（ハード）に関する評価

改善・見直し 現状維持
遊園地を運営する民間事業者の事務所として
賃貸しており、イベント時等の休憩スペース及び
備品の倉庫として活用しているため、今後も小
規模修繕を行いながら現状維持とする。

廃止 改善・見直し

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　　・統廃合化

建 　物　 性　 能

３　定性評価による分析

評 価 結 果 の 分 析　施策上等の必要性に関する評価 評価結果　　

高 当施設は、当初、ときわ遊園地としての価値を
高めるためゲームコーナーとして建設された施
設である。その後は、施設の目的を変更し利用
しているが、近隣公共施設への機能移転の可
能性は難しいと考える。

高

評価結果　　

高

高

高



公共施設評価シート 無料休憩所

１　評価項目及び評価結果

【定量評価】

（１）利用状況に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

１日当たりの利用者数 - - 評価対象外

利用者数の目標達成率 - - 評価対象外

利用者の多様性 2 1 現在の利用者が、特定の人（団体）に限定されていない（多様性がある）

利用状況 2 1 有効的・効果的に活用され、遊休設備や空き部屋はない

防災関連施設等 1 0 災害時に避難所・防災拠点等として使用されない施設

合計 2

（２）経費効率に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

年間収支 1 -1 過去3カ年平均と比較して減った

１㎡当たりの維持管理費 - - 評価対象外

利用者１人当たりの市負担額 - - 評価対象外

維持管理費に対する直接的収入の割合 4 2 かなり多い（50％以上）

合計 1

（３）建物性能に関する評価 　　※令和２年４月実施の点検結果により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

耐震性 4 2 耐震基準施設（1981年以降に建設された施設）

老朽化（外構） 1 -2 点検結果　修繕の必要性あり（80点以上）

老朽化（外壁） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（屋上） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（ベランダ） - - 評価対象外

老朽化（内部） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

残存耐用年数 1 -2 残存耐用年数　5年未満

合計 4

【定性評価】

（４）施策上等の必要性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

設置目的の有効性 施設の設置目的と現在の利用状況が、合致している施設

法の設置義務 設置が法律により義務付けられていない施設

行政関与の必要性 行政関与の必要性が高い施設

施策上の必要性 施策の目的を達成するための必要性が高い施設

（５）代替可能性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

民間移管の可能性 　当該施設を民間事業者に移管することができる

地域住民の自主的管理の可能性 　地域住民による当該施設の自主的な管理ができない

近隣公共施設への機能移転の可能性 　近隣の公共施設へ当該施設の機能を移転することができない

近隣民間施設への機能移転の可能性 　近隣の民間施設へ当該施設の機能を移転することができない

施設名称

低

低

高

低

評価

高

評価

高

低

高



高

2

1

低

低 高

高

3

4

低

低 高

設置目的の有効性 低 　 ●

法令等の設置義務 低 ● 　

行政関与の必要性 低 　 ●

施策上の必要性 低 　 ●

　代替可能性に関する評価

民間移管の可能性 低 　 ● 高

地域住民の自主的管理の可能性 低 ● 　 高

近隣公共施設への機能移転の可能性 低 ● 　 高

近隣民間施設への機能移転の可能性 低 ● 　 高

高

高

評 価 結 果 の 分 析　施策上等の必要性に関する評価 評価結果　　

高 無料の休憩場所の機能の他に新たに飲食の提
供スペースを目的に建設された施設である。食
の提供や休憩スペースとして来園者の利用は
高く、築年数も浅いことから近隣公共施設への
機能移転の可能性は低いと考える。

高

評価結果　　

３　定性評価による分析

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　　・統廃合化

建 　物　 性　 能

改善・見直し 現状維持
食の提供や休憩スペースとして来園者の利用
は高く、築年数も浅いことから、小規模修繕を行
いながら現状維持とする。

廃止 改善・見直し
　

建物性能（ハード）に関する評価

「 建 物 性 能 ＜ ハ ー ド ＞ 」 と 「 (利 用 状 況 ＋ 経 費 効 率 )  ＜ ソ フ ト ＞ 」  に よ る ２ 軸 評 価

評 価 結 果 の 分 析 

利用状況等（ソフト）に関する評価

【長寿命化の検討】 【当面は現状維持】

利

用

状

況

＋

経

費

効

率

　・大規模修繕
　・更新
　・他施設へ機能移転

　・小規模修繕を行いながら現状維持

【抜本的な見直し】 【複合化等の検討】

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・解体

廃止 改善・見直し

利

用

状

況

経費効率に関する評価

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　　・統廃合

　・機能（サービス）の現状維持
利用状況に関する評価

改善・見直し 現状維持
無料の休憩場所の機能の他に新たに飲食の提
供スペースを目的に建設された施設である。食
の提供や休憩スペースとして来園者の利用は
高いことから、小規模修繕を行いながら現状維
持とする。

【抜本的な見直し】

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・譲渡　　・売却　　・貸付

　・空き部屋の有効活用
　・利用者の多様性の促進
　・複合化　　・統廃合化

評 価 結 果 の 分 析 

【利用状況改善の検討】

経　 費　 効　 率

【経費効率改善の検討】 【当面は現状維持】

２　定量評価による分析

「 利 用 状 況 」 と 「 経 費 効 率」  に よ る ２ 軸 評 価



公共施設評価シート 培養温室

１　評価項目及び評価結果

【定量評価】

（１）利用状況に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

１日当たりの利用者数 - - 評価対象外

利用者数の目標達成率 - - 評価対象外

利用者の多様性 1 -1 現在の利用者が、特定の人（団体）に限定されている（多様性がない）

利用状況 2 1 有効的・効果的に活用され、遊休設備や空き部屋はない

防災関連施設等 1 0 災害時に避難所・防災拠点等として使用されない施設

合計 0

（２）経費効率に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

年間収支 2 1 過去3カ年平均と比較して増えた

１㎡当たりの維持管理費 - - 評価対象外

利用者１人当たりの市負担額 - - 評価対象外

維持管理費に対する直接的収入の割合 4 2 かなり多い（50％以上）

合計 3

（３）建物性能に関する評価 　　※令和２年４月実施の点検結果により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

耐震性 4 2 耐震基準施設（1981年以降に建設された施設）

老朽化（外構） - - 評価対象外

老朽化（外壁） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（屋上） - - 評価対象外

老朽化（ベランダ） - - 評価対象外

老朽化（内部） - - 評価対象外

残存耐用年数 2 -1 残存耐用年数　5年以上　10年未満

合計 3

【定性評価】

（４）施策上等の必要性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

設置目的の有効性 施設の設置目的と現在の利用状況が、合致している施設

法の設置義務 設置が法律により義務付けられていない施設

行政関与の必要性 行政関与の必要性が高い施設

施策上の必要性 施策の目的を達成するための必要性が高い施設

（５）代替可能性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

民間移管の可能性 　当該施設を民間事業者に移管することができる

地域住民の自主的管理の可能性 　地域住民による当該施設の自主的な管理ができない

近隣公共施設への機能移転の可能性 　近隣の公共施設へ当該施設の機能を移転することができない

近隣民間施設への機能移転の可能性 　近隣の民間施設へ当該施設の機能を移転することができない

施設名称

高

評価

高

低

高

評価

高

低

低

低



高

0

3

低

低 高

高

3

3

低

低 高

設置目的の有効性 低 　 ●

法令等の設置義務 低 ● 　

行政関与の必要性 低 　 ●

施策上の必要性 低 　 ●

　代替可能性に関する評価

民間移管の可能性 低 　 ● 高

地域住民の自主的管理の可能性 低 ● 　 高

近隣公共施設への機能移転の可能性 低 ● 　 高

近隣民間施設への機能移転の可能性 低 ● 　

２　定量評価による分析

「 利 用 状 況 」 と 「 経 費 効 率」  に よ る ２ 軸 評 価

経費効率に関する評価

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　　・統廃合

　・機能（サービス）の現状維持
利用状況に関する評価

利

用

状

況

改善・見直し 現状維持
施設の状況から大規模な修繕は必要ないた
め、小規模修繕を行いながら現状維持していく。

【抜本的な見直し】

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・譲渡　　・売却　　・貸付

　・空き部屋の有効活用
　・利用者の多様性の促進
　・複合化　　・統廃合化

評 価 結 果 の 分 析 

【利用状況改善の検討】

経　 費　 効　 率

【経費効率改善の検討】 【当面は現状維持】

廃止 改善・見直し

「 建 物 性 能 ＜ ハ ー ド ＞ 」 と 「 (利 用 状 況 ＋ 経 費 効 率 )  ＜ ソ フ ト ＞ 」  に よ る ２ 軸 評 価

評 価 結 果 の 分 析 

利用状況等（ソフト）に関する評価

【長寿命化の検討】 【当面は現状維持】

建物性能（ハード）に関する評価

利

用

状

況

＋

経

費

効

率

　・大規模修繕
　・更新
　・他施設へ機能移転

　・小規模修繕を行いながら現状維持

【抜本的な見直し】 【複合化等の検討】

　
改善・見直し 現状維持

施設の状況から大規模な修繕は必要ないた
め、小規模修繕を行いながら現状維持していく。

廃止 改善・見直し

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・解体

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　　・統廃合化

建 　物　 性　 能

３　定性評価による分析

評 価 結 果 の 分 析　施策上等の必要性に関する評価 評価結果　　

高 日本の野生植物の絶滅の危機に直面している
絶滅危惧種を各植物園で保全されており、地球
の豊かな環境と植物資源を次世代に残すため
に、植物園では絶滅危惧植物の保全活動を行
なっています。当施設においても、同様であり、
また、 ときわミュージアム世界を旅する植物館
のバックヤード施設としても、植物館を運営して
いく上で欠かせない施設であるため、今後もそ
の役割は続くものと考える。

高

評価結果　　

高

高

高



公共施設評価シート 動物園体験学習棟

１　評価項目及び評価結果

【定量評価】

（１）利用状況に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

１日当たりの利用者数 - - 評価対象外

利用者数の目標達成率 - - 評価対象外

利用者の多様性 2 1 現在の利用者が、特定の人（団体）に限定されていない（多様性がある）

利用状況 2 1 有効的・効果的に活用され、遊休設備や空き部屋はない

防災関連施設等 1 0 災害時に避難所・防災拠点等として使用されない施設

合計 2

（２）経費効率に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

年間収支 2 1 過去3カ年平均と比較して増えた

１㎡当たりの維持管理費 - - 評価対象外

利用者１人当たりの市負担額 - - 評価対象外

維持管理費に対する直接的収入の割合 1 -2 かなり少ない（5％未満）

合計 -1

（３）建物性能に関する評価 　　※令和２年４月実施の点検結果により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

耐震性 4 2 耐震基準施設（1981年以降に建設された施設）

老朽化（外構） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（外壁） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（屋上） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（ベランダ） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

老朽化（内部） 4 2 点検結果　修繕の必要性低い（60点未満）

残存耐用年数 3 1 残存耐用年数　10年以上　30年未満

合計 13

【定性評価】

（４）施策上等の必要性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

設置目的の有効性 施設の設置目的と現在の利用状況が、合致している施設

法の設置義務 設置が法律により義務付けられていない施設

行政関与の必要性 行政関与の必要性が高い施設

施策上の必要性 施策の目的を達成するための必要性が高い施設

（５）代替可能性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

民間移管の可能性 　当該施設を民間事業者に移管することができる

地域住民の自主的管理の可能性 　地域住民による当該施設の自主的な管理ができない

近隣公共施設への機能移転の可能性 　近隣の公共施設へ当該施設の機能を移転することができない

近隣民間施設への機能移転の可能性 　近隣の民間施設へ当該施設の機能を移転することができない

施設名称

高

高

評価

高

低

評価

高

低

低

低



高

2

-1

低

低 高

高

1

13

低

低 高

設置目的の有効性 低 　 ●

法令等の設置義務 低 ● 　

行政関与の必要性 低 　 ●

施策上の必要性 低 　 ●

　代替可能性に関する評価

民間移管の可能性 低 　 ● 高

地域住民の自主的管理の可能性 低 ● 　 高

近隣公共施設への機能移転の可能性 低 ● 　 高

近隣民間施設への機能移転の可能性 低 ● 　

２　定量評価による分析

「 利 用 状 況 」 と 「 経 費 効 率」  に よ る ２ 軸 評 価

利

用

状

況

経費効率に関する評価

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　　・統廃合

　・機能（サービス）の現状維持
利用状況に関する評価

改善・見直し 現状維持
動物や環境について、体感・実感する体験を通
じて楽しみながら学ぶことでできる施設として、
市内をはじめ県内外の園児から大人まで幅広
い層に利用されている。

【抜本的な見直し】

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・譲渡　　・売却　　・貸付

　・空き部屋の有効活用
　・利用者の多様性の促進
　・複合化　　・統廃合化

評 価 結 果 の 分 析 

【利用状況改善の検討】

経　 費　 効　 率

【経費効率改善の検討】 【当面は現状維持】

廃止 改善・見直し

「 建 物 性 能 ＜ ハ ー ド ＞ 」 と 「 (利 用 状 況 ＋ 経 費 効 率 )  ＜ ソ フ ト ＞ 」  に よ る ２ 軸 評 価

評 価 結 果 の 分 析 

利用状況等（ソフト）に関する評価

【長寿命化の検討】 【当面は現状維持】

利

用

状

況

＋

経

費

効

率

　・大規模修繕
　・更新
　・他施設へ機能移転

　・小規模修繕を行いながら現状維持

【抜本的な見直し】 【複合化等の検討】

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・解体

　

建物性能（ハード）に関する評価

改善・見直し 現状維持
築年数も浅いため、小規模修繕を行いながら現
状維持とする。

廃止 改善・見直し

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　　・統廃合化

建 　物　 性　 能

３　定性評価による分析

評 価 結 果 の 分 析　施策上等の必要性に関する評価 評価結果　　

高 当施設は、動物を通じて生命（いのち）や自然環
境が学べる施設として整備された施設である。
動物の生態を理解してもらい、人間に何ができ
るのかを考える環境教育にもつなげる動物園の
役割を説明する施設として行政関与の必要性
は高いと考えます。
近隣公共施設の機能移転については、自然を
知る玄関口である動物園と一体となって環境学
習に取り組む場となっていることから、難しいと
考えます。

高

評価結果　　

高

高

高



公共施設評価シート 旧青年の家

１　評価項目及び評価結果

【定量評価】

（１）利用状況に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

１日当たりの利用者数 - - 評価対象外

利用者数の目標達成率 - - 評価対象外

利用者の多様性 1 -1 現在の利用者が、特定の人（団体）に限定されている（多様性がない）

利用状況 1 -1 遊休設備や空き部屋がある。　稼働率が２割に満たない貸室（部屋）が２つ以上ある。

防災関連施設等 1 0 災害時に避難所・防災拠点等として使用されない施設

合計 -2

（２）経費効率に関する評価 ※令和元年度実績値により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

年間収支 2 1 過去3カ年平均と比較して増えた

１㎡当たりの維持管理費 - - 評価対象外

利用者１人当たりの市負担額 - - 評価対象外

維持管理費に対する直接的収入の割合 1 -2 かなり少ない（5％未満）

合計 -1

（３）建物性能に関する評価 　　※令和２年４月実施の点検結果により評価しました。

評価項目 評価 点数 評価基準

耐震性 1 -2 耐震改修未実施（1981年以前の建設された施設で、耐震改修未実施）

老朽化（外構） 1 -2 点検結果　修繕の必要性あり（80点以上）

老朽化（外壁） 1 -2 点検結果　修繕の必要性あり（80点以上）

老朽化（屋上） 1 -2 点検結果　修繕の必要性あり（80点以上）

老朽化（ベランダ） 3 1 点検結果　経過観察（60点以上　70点未満）

老朽化（内部） 3 1 点検結果　経過観察（60点以上　70点未満）

残存耐用年数 1 -2 残存耐用年数　5年未満

合計 -8

【定性評価】

（４）施策上等の必要性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

設置目的の有効性 施設の設置目的と現在の利用状況が、合致していない施設

法の設置義務 設置が法律により義務付けられていない施設

行政関与の必要性 行政関与の必要性が低い施設

施策上の必要性 施策の目的を達成するための必要性が低い施設

（５）代替可能性に関する評価 ※上記の定量評価を踏まえ、「個別施設計画」策定時（令和２年度）の施設状況で評価しました。

評価項目 評価基準

民間移管の可能性 　当該施設を民間事業者に移管することができない

地域住民の自主的管理の可能性 　地域住民による当該施設の自主的な管理ができない

近隣公共施設への機能移転の可能性 　近隣の公共施設へ当該施設の機能を移転することができない

近隣民間施設への機能移転の可能性 　近隣の民間施設へ当該施設の機能を移転することができない

施設名称

低

低

低

低

評価

低

評価

低

低

低



高

-2

-1

低

低 高

高

-3

-8

低

低 高

設置目的の有効性 低 ● 　

法令等の設置義務 低 ● 　

行政関与の必要性 低 ● 　

施策上の必要性 低 ● 　

　代替可能性に関する評価

民間移管の可能性 低 ● 　 高

地域住民の自主的管理の可能性 低 ● 　 高

近隣公共施設への機能移転の可能性 低 ● 　 高

近隣民間施設への機能移転の可能性 低 ● 　 高

高

高

評 価 結 果 の 分 析　施策上等の必要性に関する評価 評価結果　　

高 研修施設としての役割を終え、現在、ときわ公
園で開催しているイベントの倉庫として活用して
いる。
園内には、現在、保管している物品を移動する
代替施設がないことから、民間の貸倉庫や園内
の代替地に貸倉庫をリースするなどの対応が必
要である。

高

評価結果　　

３　定性評価による分析

建 　物　 性　 能

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　　・統廃合化

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・解体

改善・見直し 現状維持
耐震性が低い建物であり、現在の利用状況から
耐震補強工事をしてまで維持をしていく必要性
が乏しい。

廃止 改善・見直し
　

建物性能（ハード）に関する評価

「 建 物 性 能 ＜ ハ ー ド ＞ 」 と 「 (利 用 状 況 ＋ 経 費 効 率 )  ＜ ソ フ ト ＞ 」  に よ る ２ 軸 評 価

評 価 結 果 の 分 析 

利用状況等（ソフト）に関する評価

【長寿命化の検討】 【当面は現状維持】

利

用

状

況

＋

経

費

効

率

　・大規模修繕
　・更新
　・他施設へ機能移転

　・小規模修繕を行いながら現状維持

【抜本的な見直し】 【複合化等の検討】

廃止 改善・見直し

利

用

状

況

経費効率に関する評価

　・コスト削減
　・受益者負担適正化
　・複合化　　・統廃合

　・機能（サービス）の現状維持
利用状況に関する評価

改善・見直し 現状維持
平成24年6月30日で研修施設としての役割を終
え、現在は、ときわ公園で開催するイベント等の
倉庫兼資材置き場として利用している。
利用者は、ときわ公園関係者に限られ多様性に
乏しい。

【抜本的な見直し】

　・廃止を視野に入れた抜本的な見直し
　・譲渡　　・売却　　・貸付

　・空き部屋の有効活用
　・利用者の多様性の促進
　・複合化　　・統廃合化

評 価 結 果 の 分 析 

【利用状況改善の検討】

経　 費　 効　 率

【経費効率改善の検討】 【当面は現状維持】

２　定量評価による分析

「 利 用 状 況 」 と 「 経 費 効 率」  に よ る ２ 軸 評 価


